
小牧基地（工事）共通事項 

１ 一般事項 

（１）本工事の施工は、本仕様書によるほか、設計図書、公共建築(改修)工事標準仕

様書、公共建築設備工事標準図、土木工事共通仕様書及び防衛施設共通仕様書等

によるものとし関係諸法規を遵守し、遺漏なく実施するものとする。 

ただし、本工事に関係なき事項については適用しない。また、これらに明記な

き事項については、監督官の指示に従い実施するものとする。 

（２）入門及び基地内での行動並びに各種手続き、提出書類等及び施工において必要

な事項は、契約担当官及び監督官の指示によるものとする。 

（３）工事関係書類の作成等を行うパソコンについては、情報流出防止について万全

を期するために、ファイル交換ソフト等をインストールしていないものを使用す

ること。 

   なお、工事関係書類とは、設計図書、施工計画書等の現場書類のほか、現場代

理人等通知等の本支店等で作成する書類の一切を含むものとする。 

（４）基地内施設及び構造物等に損傷を与えないよう施工すること。万一損傷等を与

えた場合には、監督官に遅延無く報告するとともに請負者の責任と負担において

修復するものとする。 

（５）本工事の完成にあたり、１年間の施工保証書を提出するものとする。ただし、

これによりがたい場合は、特記事項に示した事項を優先する。 

（６）本工事の基地への入出門時間は、平日８時１５分から１７時００分とする。た

だし、これを越える時間については監督官と協議するものとする。 

（７）基地機能運用上の理由により不測の事態が発生した場合、監督官の指示に従わ

なければならない。 

（８）請負者は、施工現場において基地の電力及び給水を使用する必要がある場合、

契約担当官と調整するものとする。 

（９）請負者は、基地内で知り得た情報について、第三者へ漏らしてはならない。 

（１０）本工事は、完全週休２日制工事（土日）の試行対象工事である。 

  ア 週休２日の考え方 

（ア）完全週休２日（土日）とは、対象期間の全ての週において、原則として土

曜日及び日曜日を現場閉所（現場休息）日に指定し、２日以上の現場閉所（現

場休息）を行ったと認められる状態をいう。ただし、対象期間の日数が７日

に満たない週においては、当該週の土曜日及び日曜日の合計日数以上の現場

閉所（現場休息）を行っていれば、達成しているとみなす。また、土曜日又

は日曜日に現場作業を行うこととされている場合は、受発注者間で協議した

上で、当該曜日に代わる曜日を現場閉所日（現場休息日）に指定するものと

する。 



     月単位の週休２日とは、対象期間内における全ての月で現場閉所（現場休

息）日数の割合が２８．５％（８日/２８日）以上の水準に達する状態をいう。

ただし、暦上の土曜日及び日曜日の日数の割合が２８．５％に満たない月に

おいては、当該月の土曜日及び日曜日の合計日数以上の現場閉所を行ってい

る状態をいう。 

     通期の週休２日とは、対象期間において、２８．５％（８日/２８日）以上

の現場閉所（現場休息）を行ったと認められることをいう。 

     なお、降雪、出水期、猛暑日等による予定外の現場閉所についても、現場

閉所日数に含めるものとする。 

（イ）対象期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのうち、

年末年始６日間及び夏季休暇３日間、工場製作のみの期間、工事全体の一時

中止期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まな

い。 

（ウ）現場閉所日とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を 

  行う場合を除き、１日を通して現場及び現場事務所が閉所された日をいう。 

  イ 現場閉所実績報告書 

    受注者は、毎月末までに現場閉所実績報告書を作成し、翌月１０日までに監

督官へ提出するものとする。ただし、工事完成月については、監督官が指定す

る日までに現場閉所実績報告書を提出するものとする。 

  ウ 総合工事工程表の作成 

    受注者は、発注時の設計図書や発注者から明示される事項を踏まえ、総合工

事工程表を作成する。 

    総合工事工程表を作成するに当たっては、当該工事の規模及び難易度、地域

の実情、自然条件、工事内容、施工条件等のほか、建設工事に従事する者の週

休２日の確保等、下記の条件を適切に考慮する。 

（ア）建設工事に従事する者の休日（週休２日に加え、祝日、年末年始及び夏季

休暇）の確保 

（イ）建設業者が施工に先立って行う労務・資機材の調達、調査・測量、現場事

務所の設置等の「施工準備期間」 

（ウ）施工終了後の自主検査、後片付け、清掃等の「後片付け期間」 

（エ）降雪、出水期、猛暑日等の作業不能日数 

  エ 工事工程の共有 

（ア） 工事において、受発注者間で工事工程のクリティカルパスを共有し、工程   

に影響する事項がある場合には、その事項の処理対応者を明確にするもの

とする。 

 



（イ）円滑な協議を行うため、施工当初において工事工程（特にクリティカルパ

ス）と関連する案件の処理期限（誰がいつまでに処理し、どの作業と関連す

るのか）について、受発注者で共有するものとする。 

  （ウ）工事工程の共有に当たっては、必要に応じて下請け業者（専門工事業者等

の技術者等）を含めるなど、共有する工程が現場実態にあったものとなるよ

う配慮するものとする。 

  （エ）工程に変更が生じた場合には、その要因と変更後の工事工程について受発

注者間で共有すること。また、工程の変更理由が受注者の責によらない場合

は、適切に工期の変更を行うものとする。 

  オ 現場閉所の達成状況及び精査 

    対象期間における全ての週において完全週休２日（土日）が達成できていな 

   い又は月単位の週休２日が達成できていない場合は、補正した労務費（公共工 

事設計労務単価、電気通信技術者、電気通信技術員及び機械設備据付工）、現場 

   管理費及び市場単価等を、請負代金額の変更により減額するものとする。 

（１１）本工事は、猛暑による作業不能日数を考慮した工事である。 

    猛暑による作業不能日数：７日間（７月～９月の間） 

     ８時から１７時までのＷＢＧＴ値が３１以上の時間を足し合わせた日数 

     （小数点以下第１位を四捨五入（整数止め）し、日数換算した日数） 

     （過去５か年（２０２０年～２０２４年）の環境省（中部地方名古屋地点）

のデータより、年間の平均発生日数を算出） 

    工程で見込んでいる猛暑日日数から著しく乖離し、かつ、作業を休止せざる 

    を得なかった場合で予定された工期で工期を完了することが困難と認める 

られる場合は、工期延長を含めた変更契約について契約担当官と協議するも 

のとする。 

２ 法令の遵守及び官公庁への手続 

請負者は、官公署等への諸手続き（書類作成を含む。）等を遅延無く行うものとし、

これに要する一切の費用は請負者の負担とする。 

３ 疑義 

  請負者は、図面と仕様書との内容に相違がある場合や明示のない場合又は疑いが

生じた場合には、すべて監督官と協議しなければならない。その際、技術的に当然

必要な事項は、請負者の負担により実施するものとする。 

４ 軽微な変更 

  請負者は、工事の施工に際し、現場の納まり等のため位置又は工法に軽微な変更 

 が生じる場合、それによる数量の増減等の変更を監督官と協議し、監督官の指示に

従わなければならない。この場合の請負金額及び工期については変更しない。 

５ 現場管理 



（１）請負者は、本工事の施工に関する下請負契約を締結した場合は、施工体制台帳  

及び施工体系図を作成し、建設業の許可証等の写しを工事現場に備えると共に監

督官に提出する。なお、提出時期は工事着手前、体制変更時及び監督官の求める

時期とする。 

（２）請負者は、施工体系図、建設業の許可を示す標識、建設業退職金共済制度適用

事業主の現場である旨の標識及び労災保険関係の標識の現場掲示状況の写真を

監督官に提出するものとする。 

６ 安全管理 

（１）現場代理人は常駐を原則とし、工事現場の安全衛生に関する管理責任者となり、

関係法令等に従って管理を行う。ただし、別に責任者を定めた場合は、これに協

力するものとする。 

（２）現場代理人は、全作業員を対象とした安全教育等を実施し、常に工事の安全に

留意し、事故及び災害の防止に努めなければならない。 

（３）現場代理人は、常に施工場所の整理整頓を行い、特に危険個所の点検を行う等、

事故の未然防止に努めなければならない。 

（４）火気の使用及び溶接作業等を行う場合は、事前に監督官の承認を得るものとし、

適切な消火設備及び防炎シート等を設けるなど、火災の防止措置を講ずるものと

する。 

７ 養生 

作業範囲内及び搬出入用通路は、他の部分に損傷等を与えないようにシート等に

より適切に養生を行うものとする。 

８ 清掃及び後片付け 

  請負者は、工事の完成に際し、当該工事に関する部分の清掃及び後片付けを行わ

なければならない。 

９ 工程表 

（１）請負者は、着手に先立ち工程内容を監督官と協議の上、工程表を作成し、速や  

かに監督官に提出しなければならない。 

（２）請負者は、工程内容に変更が生じ、その内容が重要な場合には、監督官と協議

の上、工程表を変更後、速やかに提出しなければならない。 

10 施工図、原寸図及び見本 

  施工図、原寸図及び見本等は、必要に応じて速やかに監督官に提出し、承認を受 

けなければならない。 

 なお、指定色等は、監督官の指示によるものとする。 

11 材料 

（１）材料は、試験成績表及び見本等を事前に監督官に提出又は提示し、承認を受       

けるものとする。材料の規格等は、図面、仕様書又は監督官の指示による。 



（２）図面及び仕様書等に記載された材料のうち同等品を使用する場合、同等以上で

あることの証明を事前に監督官に提出又は提示し、承認を得るものとする。 

12 中間検査 

請負業者は、完成検査時に不可視部分となり確認が困難な箇所等については、監

督官と調整の上、適切な時期に監督官の中間検査を受け、検査合格後工事を続行す

るものとする。その際、検査合格後の代価の支払いは生じない。 

13 完成検査 

（１）請負者は、工事完成の際は監督官と調整の上、検査官の完成検査を受けるもの

とする。 

（２）監督官及び請負者立会いのもと、完成した工事目的物について、契約書、施工

図面、仕様書及びその他の関係書類と照合し、合否の判定を受けるものとする。 

（３）請負者は、完成検査に際し、手直し箇所が生じた場合、直ちに手直しを行い検

査官の再検査を受けるものとする。 

14 工事写真 

（１）請負者は、仕様書及び設計図書に適合して施工されたことを確認できるように、

施工前、施工中及び施工後並びに施工に伴い構造上不可視部分となる部位を可能

な限り同一方向から撮影するものとする。 

（２）材料検査は、監督官立会いのうえ、規格数量が明確に確認出来るように撮影す

るものとする。 

（３）写真撮影に当たっては、原則として、工事名、工種、撮影部位、規格・寸法、

撮影時期、施工状況及び請負者名等を黒板(白板)文字が判読できるように写し込

むものとする。 

（４）基地内における写真撮影は、工事に必要な場所及び内容だけとし、監督官の許

可を得るものとする。また、写真、フイルム及びデータについては、提出後、当

該データを消去し保持しないものとする。 

15 発生材 

（１）工事の施工により生じた発生材のうち、金属屑については基地内処分とし、種

別ごとに整理のうえ、監督官の指定する場所へ運搬集積するものとし、発生材調

書を作成し、状況写真とともに監督官に提出するものとする。 

（２）金属屑以外の発生材は、産業廃棄物処理施設において適正に処分し、産業廃棄 

物管理票(Ａ票、Ｂ２票、Ｄ票、Ｅ票)の写しを提出するものとする。 

16 図面の複製、貸し出し 

  設計図書等は、工事施工等の目的以外に、第三者に対して貸与、複製又は閲覧さ

せてはならない。 

   なお、設計図書等は、工事終了後速やかに返却するものとする。 

17 提出書類 



  請負者は、監督官が次に示す書類を作成し、遅滞なく提出するものとする。 

記 

書 類 名 提出期限 仕様 

着工届 着工前 官側 

現場代理人等指名・変更通知書 着工前 官側 

現場代理人・主任技術者等略歴書 着工前 官側 

受任者・下請負者設定等申請書 着工前(必要に応じて) 官側 

施工体制台帳及び施工体系図 着工前(必要に応じて) 請負者 

工程表 着工前(速やかに) 請負者 

使用材料承認願書 着工前 官側 

仮設物設置願 着工前(必要に応じて) 官側 

電気、水道使用願 着工前(必要に応じて) 官側 

火気使用申請 着工前(必要に応じて) 官側 

工事入門申請書 着工前(必要に応じて) 官側 

工事写真 都度 請負者 

工事日誌 都度 官側 

工事打合せ簿 都度(必要に応じて) 官側 

発生材調書 都度(必要に応じて) 官側 

残業届 都度(必要に応じて) 官側 

出荷証明書 都度(必要に応じて) 請負者 

品質証明書等・試験成績表 都度(必要に応じて) 請負者 

産業廃棄物処理票の写し 都度(必要に応じて) 請負者 

工事費内訳明細書 完成後 官側 

工事完成通知及び工事完成検査願書 完成後 官側 

引渡書 完成検査後 官側 

保証書 完成検査後 請負者 
 

 


